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第5章 基本的取組の推進 

1 計画の推進体制 

 庁内体制 (1)

本計画の推進及び進行管理の庁内組織として、「武蔵村山市環境推進委員会」を位置

付けます。環境施策の進捗状況などについて、各担当課からの報告を受け、総合的・横

断的な調整を行います。 

 環境審議会 (2)

学識経験者、関係行政機関職員、市民・事業者の代表によって「武蔵村山市環境審議

会」を構成します。 

環境保全等の施策に関する基本的事項、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事項

などについて、多面的・専門的に審議し、方針などを検討します。 

 市・市民・事業者 (3)

市・市民・事業者は本計画に基づき、各主体の役割に応じて、主体的に取組を進めま

す。また、必要に応じて市・市民・事業者は連携を図ります。 

 広域的な連携体制 (4)

市域を超えた広域的な課題に取り組むため、国、都、関係市町等と連携を図ります。 

 

＜計画の推進体制＞ 
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2 計画の進行管理 

 進行管理の仕組み (1)

① 武蔵村山市年次報告書を通じた見直し（毎年度実施） 

環境指標の進捗状況及び環境施策の取組状況などについて取りまとめた「武蔵村山市

年次報告書」を毎年度作成し、市民・事業者に公表することにより、進捗状況の点検・

評価と見直しを行います。 

また、武蔵村山市環境審議会で審議を行い、助言を受け、取組の見直しを行います。 

 

② 計画全体の見直し 

本計画は、平成３７年度までを計画期間としますが、社会情勢の変化や技術動向の変

化等に応じて、適時、計画体系や進行管理の在り方など、計画全体に関わる見直しを行

います。 

＜進行管理のサイクル＞ 

 

③ 環境指標 

環境指標を次頁以降に記載します。 

環境指標について、総合計画や個別計画等で目標値が設定されているものについては、

その目標値を目標の目安とします。なお、計画が更新された時点で、目標値についても

更新を行うものとします。その他の指標については、毎年、数値が改善されることを目

標の目安として、環境目標（定性目標）の検証を行います。 

なお、環境指標は社会情勢や技術変化等を考慮し、環境審議会での意見等を踏まえ、

適時見直しを行います。 
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基本施策柱１ みどり等との共生 

環境目標：まちの誇りであるみどり等を次世代に引き継ぐ 

取組方針①：みどりの保全・創出・育成 

項 目 現 状 目 標 

都市
※1

全体の緑化総量 

（緑被率） 

４４．５％（平成２３年度） ４５％（平成３４年度） 

保存
※1

生け垣の延長 ４，７０９ｍ（平成２６年度） 約４，８５０ｍ(平成３４年度) 

公園
※2

・緑地等ボランテ

ィア人数 

６４人（平成２６年度） １００人（平成３２年度） 

グリ
※1

ーンヘルパー 

（１級）人数 

０人（平成２６年度） ８人（平成３４年度） 

※1「第二次みどりの基本計画」 ※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

取組方針②水辺の保全・水循環の創出 

項 目 現 状 目 標 

残堀川クリーンアップ

作戦参加者数 

２３人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

  

取組方針③農地の保全・農業の活性化 

項 目 現 状 目 標 

体験
※2

型市民農園の設置

箇所数 

２箇所（平成２６年度） ３箇所（平成３４年度） 

市内の小中学校での学

校給食で利用される地

場産率１０％以上の野

菜数 

１２種類（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

認定
※2

農業者 １８人（平成２６年度） ３０人（平成３４年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 
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取組方針④生物多様性の確保 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 

 

取組方針⑤みどり等とのふれあいの場の創出 

項 目 現 状 目 標 

里山等とのふれあいの

場の創出数、参加者数 

３回、４３人 

（平成２６年度、環境学習会・

自然観察会） 

毎年、増加を目指します。 

水辺とのふれあいの場

の創出数、参加者数 

２回、３３人 

（平成２６年度、環境学習会） 

毎年、増加を目指します。 

親水
※2

緑地広場の箇所数 ７箇所（平成２６年度） ８箇所（平成３２年度） 

農地とのふれあいの場

の創出数、参加者数 

２箇所、１０７人 

（平成２６年度、体験型市民農

園利用者数） 

毎年、増加を目指します。 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

取組方針⑥歴史的文化遺産の保全 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 

 

基本施策柱２ エネルギーの有効利用の推進 

環境目標：ライフスタイル・事業活動の見直しを行いエネルギーの有効利用を行う 

取組方針①：省エネルギーの推進 

項 目 現 状 目 標 

公共
※3

施設等におけるエ

ネルギー使用量及び温

室効果ガス排出量（総

量） 

3,596,676.32kg-CO２/年 

（平成２６年度） 

3,194,545kg-CO２/年 

 

一世帯あたりの使用量 

（電気） 
― 把握方法について検討を行い

ます。 

市域での把握が難しい場合、モ

デル世帯の把握など多様な方

法の検討を行います。 

一世帯あたりの使用量 

（都市ガス） 

― 

一世帯あたりの使用量 

（水道） 

― 

※3「第二次地球温暖化対策実行計画」 
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取組方針②再生可能エネルギーの推進 

項 目 現 状 目 標 

公共施設等における再

生可能エネルギー導入

量 

― 把握方法について、検討を行い

ます。 

市内の再生可能エネル

ギー導入量 

― 

  

取組方針③低炭素なまちの形成 

項 目 現 状 目 標 

公用
※2

車における低公害

車の導入割合 

３３％（平成２６年度） ６０％（平成３２年度） 

庁用自転車の台数及び

利用数 

２台 

（平成２６年度） 

毎年、増加を目指します。 

利用数の把握について検討し

ます。 

市内
※2

循環バスの１便当

たりの輸送人員 

５人／便・年（平成２６年度） ６人／便・年（平成３２年度） 

乗合
※2

タクシー「むらタ

ク」の利用者数 

３，５２０人／年 

（平成２６年度） 

４，５００人／年 

（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

  

取組方針④気候変動に関する情報提供と地域情報の把握 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 
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基本施策柱３ ４Ｒの推進 

環境目標：４Ｒを全員参加で進める 

取組方針①：ごみの排出抑制と排出抑制の促進 

項 目 現 状 目 標 

排出
※2

物原単位 

（総排出量÷年度末人

口÷年間日数） 

８０５．２ ｇ／人・日 

（平成２６年度） 

７０５ｇ／人・日以下 

（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

取組方針②資源化の推進 

項 目 現 状 目 標 

リサ
※2

イクル率（エコセ

メント含む） 

（総資源化量÷総排出量

×１００） 

３４．９％（平成２６年度） ４１．０％以上（平成３２年度） 

※2「第四次長期総合計画後期基本計画」 

 

取組方針③環境への負荷の低減とごみの適正処理 

項 目 現 状 目 標 

最終
※4

処分量 

（循環組合への搬入量） 

１，９５８t 

（平成２４年度） 

１，７００t以下 

（平成２９年度） 

最終
※4

処分量 

（循環組合への不燃ご

み埋立て量） 

３０t（平成２６年度） １６．３t以下（平成２９年度） 

 

※4「一般廃棄物処理基本計画」 

 

取組方針④不法投棄対策の推進 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 
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基本施策柱４ 生活環境の保全 

環境目標：環境基準の遵守と維持による快適な生活環境づくり 

取組方針①：生活環境の保全（環境基準の遵守と維持） 

項 目 現 状 目 標 

環境
※

基準の達成 

（道路沿道における二

酸化窒素濃度、残堀川・

空堀川における環境基

準、地下水の環境基準、

道路交通騒音・振動、横

田飛行場及び立川飛行

場周辺航空機騒音、大気

中のダイオキシン類濃

度、河川のダイオキシン

類濃度） 

９０％（平成２６年度） 環境基準の遵守（１００％） 

※環境基準の達成については、遵守すべき各項目が基準を守られている割合を示します。

（環境基準の達成（％）＝遵守された項目／モニタリング項目×１００） 

 

取組方針②新たな環境問題への対応 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 

 

取組方針③快適環境の保全 

項 目 現 状 目 標 

クリーン作戦参加人数 ３，８７４人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

不法投棄等のごみ回収

量 

９９０kg（平成２６年度） 毎年、減尐を目指します。 

犬のふんの放置防止パ

トロールの実施 

― ２４回以上／年 
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基本施策柱５ 環境行動・教育の推進 

環境目標：環境活動への参加と次世代を育成する 

取組方針①：環境に関する情報の収集・提供 

項 目 現 状 目 標 

広報による環境に関す

る情報の提供回数 

１７回（平成２６年度） 毎年、維持又は増加を目指しま

す。 

 

取組方針②学校・職場での環境教育 

項 目 現 状 目 標 

環境学習会、親と子の

環境教室の参加人数 

５８人（平成２６年度） 毎年、増加を目指します。 

 

取組方針③市民・事業者等の環境活動の推進・支援 

項 目 現 状 目 標 

― ― ― 

 

 


